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２ 競争参加資格
\ 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。

] 平成25・26・27年度の国土交通省競争参加
資格（全省庁統一）「物品の販売」において、
Ａ、Ｂ、Ｃ又はＤの等級に格付けされ、北海
道地域の競争参加資格を有する者であるこ
と。

^ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（「競争
参加者の資格に関する公示」に基づき書類を
提出した者を除く。）でないこと。

_ 申請書等の受領期限の日から開札の時まで
の間に、北海道開発局長から指名停止を受け
ていないこと。

` 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
\ 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒040`8501 北海道函館市大川町１番27号
北海道開発局函館開発建設部契約課契約専
門官 松谷 則久 電話0138`42`7534

] 入札説明書の交付方法 上記３\の交付場
所にて交付する。

^ 申請書等の受領期限 平成26年10月10日16

時00分
_ 入札書の受領期限 平成26年10月10日16時
00分

` 開札の日時及び場所 平成26年10月29日14

時00分 北海道開発局函館開発建設部１階会
議室

４ その他
\ 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

] 入札保証金及び契約保証金 免除。
^ 入札者に要求される事項 入札に参加を希
望する者は、必要な申請書等を所定の受領期
限までに上記３\に示す場所に提出しなけれ
ばならない。
なお、開札日の前日までの間において、支
出負担行為担当官から当該書類に関し説明を
求められた場合は、それに応じなければなら
ない。

_ 入札の無効 本入札公告等に示した競争参
加資格のない者のした入札、申請書等に虚偽
の記載をした者のした入札、入札の条件に違
反した者のした入札及び入札者に求められた
義務を履行しなかった者のした入札は無効と
する。

` 契約書作成の要否 要。
a 落札者の決定方法 総合評価落札方式とす
る。本公告４^に従い総合評価の環境性能等
に関する書類を提出した入札者であって、本
公告２の競争参加資格をすべて満たし、入札
説明書において明らかにした性能等の要求要
件のうち必須とされた項目の最低限の要求要
件をすべて満たし、当該入札者の入札価格が
予算決算及び会計令第79条の規定に基づいて
作成された予定価格の制限の範囲内であり、
かつ、当該入札者の申込みに係る環境性能に
対する得点を入札価格に対する得点で除して
得た数値（総合評価点）の最も高い者をもっ
て落札者とする。

b 手続における交渉の有無 無。
c 競争参加資格の決定を受けていない者の参
加 上記２]に掲げる一般競争参加資格の決
定を受けていない者も上記３^により申請書
等を提出することができるが、競争に参加す
るためには、開札の時において、当該資格の
決定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受
けていなければならない。なお、当該資格の
申請は「競争参加者の資格に関する公示」（平
成26年３月28日付官報）により随時受け付け
る。

d その他 詳細は入札説明書による。

５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Hajime Shibuya, Director

of Hakodate Development and Construc-

tion Department of Hokkaido Regional De-

velopment Bureau

] Classification of the products to be pro-

cured : 17

^ Nature and quantity of the products to be

purchased : Panel van (4×4, Seating capac-

ity : 8) Quantity : 1

_ Delivery period : 25 February 2015

` Delivery place : The place specified by

the Obligating Officer

a Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

{ not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

| have Grade A, B, C or D in terms of the

qualification for participating in tenders

of the Úsale of productÙ by Ministry of

Land, Infrastructure, Transport and Tou-

rism (Single qualification for every minis-

try and agency) in Hokkaido region in

the fiscal year of 2013・2014・2015

} not be currently under suspension of

nomination by Director-General, Hok-

kaido Regional Development Bureau dur-

ing the time of tender opening from time

limit for the submission of application

forms and relevant documents for the

qualification

b Time limit for the submission of applica-

tion forms and relevant documents for the

qualification : 4 : 00 p.m. 10 October 2014

c Time limit for tender : 4 : 00 p.m. 10 Octo-

ber 2014

d Contact point for the notice : Norihisa

Matsuya, Officer of Contracts Division,

Contracts Division, Hakodate Development

and Construction Department of Hokkaido

Regional Development Bureau, 1`27, Oka-

wacho, Hakodate, Hokkaido, 040`8501,

Japan TEL 0138`42`7534

〇開発函館第７号（c７）
１ 調達内容
\ 品目分類番号 17

] 購入等件名及び数量
連絡車（４×４、ステーションワゴン）５
台

^ 開発函館第６号の１^に同じ。
_ 納入期限 平成27年２月25日
` 開発函館第６号の１`に同じ。
a 入札方法 国の所有に属する自動車等との
交換契約とし総合評価の方法をもって行うの
で、{環境性能に関する書類を提出すること。
|落札決定に当たっては、入札書に記載され
た交換差金（リサイクル料金等を含む。）に、
国が引渡す物品と国が購入する物品の差額
（リサイクル料金等を除く。）の100分の８に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てた金額）をもって落札価格とするので、
入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税
事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、国が引渡す物品と国が購入する物品の差
額（リサイクル料金等を除く。）の108分の100

に相当する金額にリサイクル料金等を加算し
た金額を記載すること。また、リサイクル料
金については、資金管理料（消費税及び地方
消費税込み）と再資源化等預託金及び情報管
理料（不課税）を区分して記載すること。

２ 競争参加資格
開発函館第６号の２に同じ。

３ 入札書の提出場所等
\ 開発函館第６号の３\に同じ。
] 開発函館第６号の３]に同じ。
^ 申請書等の受領期限 平成26年10月10日16

時00分
_ 入札書の受領期限 平成26年10月10日16時
00分

` 開札の日時及び場所 平成26年10月29日14

時00分 北海道開発局函館開発建設部１階会
議室

４ その他
開発函館第６号の４に同じ。

除いた額の100分の８に相当する額を加算し
た金額（当該金額に１円未満の端数があると
きは、その端数金額を切り捨てた金額）をもっ
て落札価格とするので、入札者は、消費税及
び地方消費税に係る課税事業者であるか免税
事業者であるかを問わず、リサイクル料金等
を除いて見積もった金額の108分の100に相当
する金額にリサイクル料金等を加算した金額
を記載すること。また、リサイクル料金につ
いては、資金管理料（消費税及び地方消費税
込み）と再資源化等預託金及び情報管理料（不
課税）を区分して記載すること。
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